












 
 
 
 
 
 
 
 
 

2． 主要指標 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 





 
 
 
 
 
 
 
 
 

3． ヒヤリング結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

添付資料-3:  ヒアリング結果 
 

1 ｢モ｣国側実施機関 
(1)  MDR、DA 

MDR大臣より、同大臣が把握している1990年以降の2KRの成果について高く評価するとの謝意
表明があった。また、次官からも同様の発言があった。 
 またDA局長より、過去の2KRでは農薬を調達し、小規模農家では手に負えない鳥やバッタを駆
除し被害を最小限にするよう国家防除を行い、貧困農民への大きな支援となっていたことから、

2KR制度の改善により農薬の調達が認められなくなったことは残念であるとの言及があった。 
2005年度の2KRでは農機を調達したが、「モ」国では農業の機械化が必要であり、特にバッタや
鳥による収穫の被害を防ぐため、コンバインによる迅速な作業が望まれるとのことであり、小規

模農家からの農機調達の要望も非常に高いものであるとの発言もあった。 
 
(2)  MDRトラルザ州地方局 
地方局長は、農薬の効果についての評価にも言及していたが、農機の有用性、特にコンバイン

の効果を強調していた。農家にとって、人手だけで作物を収穫するのは時間がかかり困難な作業

である。広大な圃場に対してコンバインの絶対数が不足しており需要期には取り合いとなる。こ

のため賃耕料も高騰し、より高い賃耕料を支払うことのできる大規模農家が優先となってしまい、

小規模農家にまで順番がなかなか回ってこないのが現実である。順番を待っている間に鳥やバッ

タに収穫直前の作物を食べられてしまう、そして生産意欲が減退するという悪循環が見られる。

これを解決するにはコンバインが必要であり、過去に2KRで調達したコンバインはもちろん有効
活用されているが、絶対数が不足している。さらなる調達と小規模農家に優先的に裨益するシス

テム作りが不可欠であるとの意見であった。 
地方局長としては、貧困農民への支援という観点から必要な資機材は、優先順位順にコンバイ

ン、トラクター、肥料になるとのことであった。 
 
(3)  トラルザ州知事 
州知事より、20年来の日本の協力が「モ」国の農業の発展に大きく貢献しているとの謝意表明

があった。他方、喫緊かつ最大の問題は鳥やバッタによる被害であり、前回の収穫期には、播種

した 8,000haのうち、1,500～2,000ha程度しか収穫ができなかった。このため、農薬散布用小型飛
行機の調達をお願いしたいとの要望があった。調査団より、貧困農民支援の範囲では小型飛行機

の調達は困難であると回答しおいた。 
 現在、同州では「モ」国軍に依頼し、軍が所有する小型飛行機を使い鳥の駆除を行っている。

調査団が MDR 地方局を訪問した際に、隣国のセネガル国から農業省植生保護局の局長が訪れ、
「モ」国側が用意する小型飛行機による協同駆除に関する会議が行われていた。 
 
(4)  MDRブラクナ州地方局 
 地方局長からの説明によると、現在ブラクナ州は貧困の三角地帯と呼ばれる地域に位置してお

り、「モ」国で最も貧困度が高い地域の一つとなっている。この主な原因は、同州の農業人口の 8
割が天水に依存した伝統的な栽培を行っており、旱魃や豪雨時に発生する洪水の被害を受け易く、

機械化や技術の導入が遅れている上、バッタや鳥等の被害に対する防衛策がないこと等に由来す



 

るとのことである。圃場のための広大な用地があるものの、開墾し維持管理するための農機が不

足している。民間企業所有のコンバインやトラクターもあるが、故障で稼動していない。仮に農

機を今回の 2KRで調達することができれば、地方局が維持管理も含めた運営の一切を担い、最も
農機が必要とされる貧困農民へ優先的に貸し出す用意があるとの発言もあった。 
 
(5)  ブラクナ州知事 
 州知事より、日本のこれまでの「モ」国農業への協力は高い成果をあげていることを承知して

いるとの謝意表明があった。他方、最近の「モ」国政府の農業政策傾向は灌漑農業に焦点が当た

っており、伝統的な農業への支援が忘れられている。しかし、ブラクナ州の農業はほとんどが天

水農業であり、多くの女性も伝統的農業に従事している。貧困の削減や食糧の安全保障の観点か

らも、こうした農民を支援するための機械化が不可欠である。農業機械を導入し、種々の研修を

通じて農民を啓蒙し原始社会からの離脱を図っていく必要がある。仮に農機の調達があった場合

には、州レベルで農民も含めた管理委員会を組織し、維持管理やフォローアップを行っていくと

の意思表明もあった。 
 
2 エンドユーザー（トラルザ州の灌漑圃場の農民グループ） 
 調査団が訪問した圃場は、面積が約80haの灌漑圃場で、87名の小規模農民がグループを編成し
イネを共同で栽培している。土が重いこともあり起耕にはトラクターが欠かせず、また鳥やバッ

タの被害を受けないよう迅速に収穫を行う必要があり、このためにはコンバインも欠かせない。

しかし、収穫時期にはコンバインの賃耕料が高騰することもあり、なかなかアクセスできないと

のことであった。投入資機材の購入借金返済やポンプ等に要する燃料代を捻出しなければならず、

昨今の軽油価格の上昇等で経営状況は厳しくなりつつあるとのことであった。単収は5-6 t/haで、
コメの売出し価格は通常米が45-50 UM/kg、良質米が70-80 UM/kgである。 
 本圃場での最大の問題は、バッタと鳥による収穫物への被害であり、是非コンバインを調達し

て欲しいとのことであった。 
 
3 国際機関、NGOその他 
(1)  FAO 
「モ」国におけるFAOの主な活動としては、農業機械化の推進、優良種子の導入、鳥やバッタ

の被害への対策等がある。NGOと協力して農薬散布や化学的農薬を使用しないバッタ駆除も試験
的に実施しており、日本政府からの資金協力も受けている。調査団の現地滞在中に、MDRとの共
催でドナー向けのバッタ発生状況に関する説明会が開催され、調査団もオブザーバーとして参加

した。 
FAOは、「モ」国の農業機械化の遅れは深刻であると考えており、日本政府による農機の調達は
歓迎するとのことであった。しかし、民間の賃耕業者に売却した場合には小規模農家への裨益が

懸念されるが、他方、MDR地方局等が運営管理を行う場合には十分な維持管理体制を構築する必
要があるとのコメントがあった。 
 
(2)  世界銀行 
世銀は、「モ」国の農村開発部門に 100万 USドル程度の融資をしており、特に乾燥地域農業の

生産性向上のための援助に力を入れている。世銀の支援による UNCACEM（モーリタニア農業組



 

合商業化連合、以下 UNCACEM という。）は、農民への金融支援組織として欠かせない存在とな
っている。また、世銀が実施しているモーリタニア灌漑農業総合開発計画（PDIAIM）は、農業開
発において重要な位置を占めている等、「モ」国の農業分野における世銀の役割は極めて重要であ

る。 
世銀としては農業の機械化は重要であると考えており、日本政府の資金による農機の調達は歓

迎するが、機材の運営管理については、むしろ民間企業を活用すべきであり、機材の運営管理を

委託し、農民への補助金や UNCACEM のような農民への融資を行えるメカニズムを導入する等、
小規模農民が裨益可能なシステム作りが必要であるとのコメントがあった。 
 
(3)  NGO CARITAS 
「モ」国において CARITASは 1972年から活動を継続しており、現在では保健衛生、職業訓練、

村落開発等、多岐にわたっている。農業の分野では、村落での女性農民を対象に、野菜栽培用に

使用する小型ポンプの普及と維持管理に力を入れている。このために、CARITASとしてはポンプ
の供与だけではなく、研修等の技術協力と常にセットで協力を行っている。また、MDRと協力し
て、農業技術の研修や点滴灌漑システムの普及などを行っている。 
日本政府の資金による農機の調達は、農業の発展には重要であるが、上記のような技術協力の

必要性もさることながら、維持管理のための組織作りに多大な時間と労力を要するとのコメント

があった。 
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